
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

兼業化の勧め

過日，あるオーストラリアの農家を訪問する機会を得た。現役引退後に「趣味的に」農

業を行っているという農場主は，自らの農場を「家庭菜園」と呼んだ。牛・羊の放牧と小

麦等の穀物作を併せ行う彼の「家庭菜園」は200haに及び，ざっと見て回るのにも車で相

当の時間を要する。はたして現在の我が国において（大規模法人経営を含め），彼の「趣味

的な家庭菜園」に匹敵する規模の経営体はどのくらい存在するのであろうか？我が国にお

いては，規模拡大による農業の国際競争力の強化が言われているが，この圧倒的ともいえ

る条件の差を目の当たりにすると，今更ながら，努力のみではいかんともし難い，大きな

壁を感じざるを得ない。

しかし，より注目すべき点は，こうした圧倒的な規模を誇るオーストラリア農業におい

てすら，所得を農業のみにたよることは農家にとってリスクが大きく，所得の源泉を分散

すること，いわば「兼業化」の必要性が説かれていることである。

現在においてもオーストラリア農家の農外収入比率は意外に高い。土地利用型農家の平

均的なキャッシュフローの構成をみると，2005-06穀物年度においては，農業からのもの

が約70千豪ドル，農場主またはその妻の農外収入が約32千豪ドルで，農外収入の比率は

32％程度となっている。旱魃
かんばつ

により農業収入が落ち込んだ06-07年度においては，その比

率は40％を上回る水準に達している。さらに，今後，旱魃等の農業収入の不安定性に対す

る対策の一つの柱として，農家の農外収入の一層の拡大が推進されている。

世界的にみても，土地利用型農業の基本的な担い手は「家族」である。自然環境等，外

部条件のコントロールが困難な土地利用型農業において，大資本による「企業的」経営は

極めて難しい。貪欲に収益機会を追求し，集荷，保管，流通，加工と，あらゆる関連分野

に進出する穀物メジャーにおいても，直接的な農業経営はおろか，農家に対するファイナ

ンスにすら慎重な姿勢を崩していない。家族経営は，環境が悪化した場合，自家労賃の引

き下げ，生活費の切りつめ，家族の農外就労の拡大といった様々な努力により対応し，大

資本が持ち得ない強靭さ，弾力性を有しているものといえよう。

現在我が国においては，担い手への農地の集積，法人化といった農業構造改革が進めら

れている。高齢化が進み，耕作放棄地が急増している我が国農業の現状をみると，こうし

た対策は必要不可欠な方向であろう。しかし，そのねらいとするところが，大規模な農業

専門経営体の育成・国際競争力の確保，市場開放，といったことであるとすれば，それは

あまりに現実を無視したものであると言わざるをえない。

例え，どれほど我が国農業の大規模化が進んだとしても，新大陸諸国の経営体の規模に

は及ぶべくもない。我が国においては，農業共済等，農業の不安定性をカバーする仕組み

がある程度整っているとはいえ，農業収入のみに依存する経営体のリスクは極めて大きい。

農業部門における合理化・集積化の努力を進めつつも，一方で地域産業全体の活性化をは

かり，兼業収入（法人であれば農業生産以外の分野の収益機会）の確保が可能な状況を作っ

ていくことこそが，真に強靭な農業経営体の育成につながるのではないだろうか。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　原　弘平・はらこうへい）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2008年５月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・茶系飲料の需要増加と緑茶（荒茶）の生産・

流通システムへの影響

・農業改良普及事業の最近の動向

・ゆず加工の高付加価値化と村の売り出し戦略

――高知県馬路村――

・アルゼンチンの農業と農業法人

【協同組合】

・地域別にみた農家の家計の動向

・環境変化に対応した新たな組織づくり

――福井県あわら市の集落営農の法人化を中心に――

・都市農協の歴史を振り返る

――資産管理事業、信用事業の面から――

・農協の総合生産性変化とその要因

――1989～2005年――

・農協生産部会に関する環境変化と再編方向

――青果物の生産部会を中心に――

・森林組合の事業・経営動向

――第20回森林組合アンケート調査結果から――

・漁協経営と石油購買事業

――第26回漁協系統事業アンケート調査結果から――

【組合金融】

・欧州協同組合銀行協会（EACB）について

・平成19年度第２回農協信用事業動向調査結果

【国内経済金融】

・物価動向とわれわれの暮らし

・逼迫する穀物需給と飼料価格の高騰

・日本銀行の新体制発足と今後の金融政策運営

・地域別にみた企業倒産の現状と今後の動向

・民営化半年を経た「ゆうちょ銀行」の現状

【海外経済金融】

・中国農村信用社改革の評価と農村金融改革の課題

・中国農村金融自由化の背景と可能性

――農村活性化のカギを握る資金供給の拡大――

・現地にみる中国農村金融改革とその課題

――蘇州市・江西省における事例から――

・米国における投資信託の成長と日本への示唆

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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トピックス

『金利の動きを読む』更新（５月２日）

今月の経済・金融情勢（４月）
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